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1は じ め に
現実には,我 が国において,近 年 物価(貨 幣価値)は 安定 して きて いるに もかかわ らず,い わ ゆ
　り
るインフ レー シ 。ン会計 に関 する議論 は ます ます多 くな ってい る。 この ことは,物 価変動 にかか わ
りな く一 あ るいは,か りに極端 なイ ンフ レー シ ョンがない として も一,物 価 変動に対応す る会
計 システム を考察 してい くことは,理 論的に重要 な課題 であ る とい うことが認 識 されて きてい る と
考えられ る。
すでに諸外 国においては制度化 の動 きがみ られ,幾 多 の試行錯誤 を くり返 してい る状況 にあ る。
簡単 に言 えば,英 米 においては,は じめは一 般物 価水準 の変動 を開示 す る一般物価 水準変動会計,
修正原価会計 が展開 され,そ の後取替原 価会計,原 在原価会計が主 流 とな り,さ らに,両 者 を結 び
　
つけた結合会計 へ と展開 されてい る。
ふる
また,ド イ ツにおいては,理 論的 には旧 くか ら個 別価格の変動 を主 として資本維 持 を考 える実体
くの ゆ くの
維持 論 が 展 開 され な が ら,制 度 的 に は,シ ュマ ー レンバ ッハ(EugenSchmalenbach),ワル プ
　の
(ErnstWalb),コジオール(ErichK:osiol)において展開 された,い わ ゆ る原価 主義的動態論 に
基づき,一 貫 して名 目資本維持 に よっていた。 そ こでは,一 般物 価 水準 の変動 を顧 慮す る会計 シス
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くの ゆ く　ラ
テムは,む しろ,SchmalenbachおよびKosio}によって提唱 されている。 しか し,Schmalenbacll
お よびK:osiolが,貨幣価値変動時 に貨 幣の購買力に よ り貨幣価値変動の影…響を財務請i表に反映 さ
せ'ようとしたのは,原 価主義会計 との形 式的一致(単 に,原 価 主義 に よって作成 された財務諸表 の
数値 を,賃 幣価 値下落率 だけ一様 に インフ レー トさせ る とい う意味 において)に よる も'のであ ると
考 え られ る。
しか し近年,ド イツにおいて,こ れ までの実体維持理論 と同様 に,資 本維 持論 として展開 し,積
　 　
極 的 に実質貨 幣資本維持論 を展開 して い る論者 として,ヴ ィッテ(ManfredWitte)とシーノレドバ
ゆ
ッハ(ThomasSchildbach)を挙 げる ことが できる。 この両者 は〉これ まで英米 において展開 され
てきた貨 幣価値変動会計 とは,多 少異な る理論構成 で展開 してい る。 ドイツにおいて,こ れ まであ
ま り注 目 されなか った貨 幣 の一般購買力 を反映 させ る会計 システム を展開 してい ることは,非 常 に
興味 ある事柄 であ る と思わ れるσ
本 稿 では;以 下,WitteとSchildbhch'の理論 を簡潔 に概観 した上 で,両 者 の特徴並びに実質貨
幣 資本維 持論(貨 幣価値変動 会計)の 問題点 を考察 していきたい。
注(1)イ ン フ レー シ ョン会 計(lnfiationAccounting)とい う名 称 は,直 接,イ ン フ レー シ ョンを会 計 の問 題
と して取 扱 う ような 印象 を与 え る が,す で に イギ リスに おい て純 粋 な形 の現 在 原価 会計'(CarrentCost
Accounting)を主張 した,い わ ゆ る 『サ ンデ ィ ラン ズ レポー ト』(``InflationAecountin9",RePortof
the.infiationAccountingCommittee)の名 称 に も用 い られ,ま た,体 系 近代 会計 学(黒 沢 清船 編 集,
中 央経 済社)の 中の1巻 に もこの 名称 が用 い られ,一 般 化 して い る と考 え られ る の で,こ の名 称 を用 いた。
な お,・森 田哲 弥 教授 は,こ の イン ラ レー シ ョン会 計 とい う言 葉 に つ い て,「今 日,イ ン フ レー シ ョン会
計 とい う言 葉 で 意味 され て い る もの は,厳 密 な意 味 で の イ ン フ レー シ ョン との か かわ りで理 解 され る会計
の形 態 では な く,さ らに広 い意 味 で,一 般 物価 の上 昇 であ れ個 別価 格 の上 昇 で あ れ,そ レて また,、その程
度 が どれ ほ どで あ るか に もかか わ りな く,虜ミ価 主 義 会計 で は無 視 され て い る それ らの影響 を積 極 的 に会計
'計算 に 反映 させ よ うとす る 企業 会 計 の 形 態 で あ る とい え る ので あ る。」(森 田哲 弥 稿 「原 価 主 義会 計 の問題
点」 森 田哲 弥 責 任編 集r体 系近 代 会 計 学 田 イ ンフ レー シ ョン会 計』 中央経 済 社,昭 和57年,5ペ ー ジ)
と述 べ て,一 般物 価 水 準 の上 昇 と個 別 価 格 の 上 昇 とを含 め て広 く.解釈 してい る。 本 稿 に お いて も,同 様 に
広 い概 念 と して用 い る。
② この展 開 につ い て の詳 しい 論 述 は,つ ぎの文 献 に み られ る。
加 古 宜 士 稿 「ア メ リカ ・カ ナ ダに お け る イ ン フ レー シ ョン会 計 実 践」 森 田哲 弥 責任 編集 『前 掲書 』217
～256ペ ー ジ。
白鳥 庄 之 助 稿 「ヨー ロ ッパ にお け る イ ンフ レー シ ョン会計 実 践 一 イギ リス」 森 田哲 弥責 任 編集 『前
掲 書 』257～294ペ ー ジ。
加古 宜 士 著 『物価 変動 会 計 論 』 中央 経 済 社,昭 和56年,29～148ペ ーmジ。
(3》特 にVg1.S・hmidt,F・it・;,,Di・O・ganisch・Bilan・im.R・m・nd・rVPti・t・・haft",L・ip・ig,192L
Hax,Karl;,,DieS彿bstangerhaltu.ngderBetriebe``,Kδ1n&Opladen,1957.
(4).Vgl.,,DynantischeBilan2``,13.Aufl.K61nundOPladen.1962.土岐 政 蔵訳r1 版 動 的貸 借 対照
衆 論 』森 山書 店 ・ 昭 和36年 参 照 。
(6)Vgl.Walb,Ernst;,,DieErfolgsrechnecn8Privaternndb',∬entlicherBetrieb",Berlin/Wien,1926・
(6)Vgl.1(os童01,Erich;,,PagatoriscleeBilang``,Dunker&Hunblot,Berlin.1976.
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(7)VgLSchmalenbach,Eugen,,DynamiseheBilang``,Leipzig,4Aufi.1926.Rep,1974,S.170～
274.
(8)VgLKosiQl,Erich,a.a.0.S.534～587.
(9)拙稿 「コ ジオー ル の評畑 論 につ い て 一一一特 に資 本維 持 観 に 関連 して 一 」 明治 大 学 大 学 院紀 要 第17号,
昭 和54年,参 照 。
⑲ た とえ ば,高 松 和 男教授 は,「 一一般物 価 指 数 に よる取 得 原価 の修 正 は,物 価 指数 とい う客観 的 証 拠 が あ
るか ら,け っ して主 観 的 ・恣 意 的 な もの で は ない 。 … … この た め,物 価 指 数 に よ る原 価 の修 正 は,取 得 原
価 概 念 の放 棄 とか,あ るい は そ れ との二 者 択 一 とかを意 味 す る もの で は な く,む しろ,取 得 原価 主 義 会 計
の 発 展 と考 え られ るで あ ろ う司(高 松 和 男稿 ギ貨 幣価 値変 動会 計論 」 森 田哲 弥 責任 編集 『前掲 書 』)と 述
べ て,原 価 主 義 会 計 との 同質 性 を強 調 して い る。
ω 実 質 負 幣資 本 維 持(realeGetdkapltalerhaltung)とい う用語 は,貨 幣 の一 般 購 買 力 の変 動 を表 わす 。
'また実 質資 本維 持(
realeKapitalerhaltung)も同 じ意 味 で 用い られ る こ とが 多 いが,実 体維 持 と同 一一・*N
され る こ ともあ る た め,実 質 貨 幣 資 本維 持 とい う用 語 を採 用 した。(Vgl.Schildbach,ThomaQ;,,Geld-
enttoepttungecndBilan2``1dw-VerJag,D廿sseldorf,1979.S.942)).
'
⑫Vgl.Witte,Manfred;,,ProblemederSubstan2erhaltungderUnternehmenbeiCeldentwert"ng
・ausvolkstoirtschaftlicherSicllt``,Kむ1n,1977.
q3)Vgl.Schildbach,Thomas,a..a.0.
IIIWitteの実体維持論 の特徴
くヱり
Witteは,その著書r国 民経 済的観点か らの貨幣価値下落時の実体維 持の諸 問題』 にお いて,そ
の表題 から も理解 され るように,国 民経済 的観点か ら,実 体維持(資 本維持)の 問題 を取 扱 ってい
る。Witteの研究は詳細にわた り,こ こで詳 し く紹介 す ることはで きないので,本 節 では,Witte
の選択 した 「維 持すべ き資本」概念 と,貨幣性債権.・債務 の取扱 につ いて概観 し,い くつかのWitte
ゆ
の実体 維 持 論 の 特 徴 を考 察 す る こ とに す る。
は じめ に,「維 持 す べ き資 本 」 概 念 を選 択 す る プ ロセ ス につ い て み る こ と.にし よ う。Witteは,
「維持 す べ ぎ資本 」 概 念 に つ い て,投 資 家 の投 下 資 本 の 収 益 性 とい う観 点 が ら,独 特 の考 察 を加 え
てい る。 維持 すべ き資 本 概 念 として,名 目的 期 首 資本 の維 持(ErhaltungdesnominalenAnfags-
kapitals),実質 的 期 首 資 本 の 維 持(ErhaltungdesrealenAnfangskapitals),収益 価 値 の維 持
(ErhaltungdesErtragswertes),量的企 業実 体 の維 持…(ErhaltungdermengenmtiBigenUnter-
nehmensSubstanz)の四 つ を挙 げ て 検討 して い る。
名 目的 期 首 資 本 の維 持 は,投 資家 が,計 画 期 間 の終 りに も現 在 の投 資収 益 率 と同 じ投 資収 益 率 を
期待 す る場 合 で,期 間 余剰 は,す べ て 分配 可 能 とみ る(16ペ ー ジ)。 しか し,貨 幣 価 値 下 落 時 に は,
「投資家 の経 済 的 状 況 は,計 画 の終 りに,期 首 の 時 点 よ り も悪 くな る。 な ぜ な ら,資 本 の購 買 力 は,
インフ レー シ ョンの た め に減 少 して い るか らであ る 。」(27ペ ー ジ)と 述 べ て,名 目的 期 首 資 本 の
維持は採 用 で きな い と して い る。
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つ ぎに,量 的実体維持 について,「財産 の実体 を量的 に維持 しよ うとす る投 資家 は,余 剰の引出
額 を,同 種 の投 資財 の再調達 を確実 にす るように測定 するであ ろ う。貨幣価 値下落時 にr投 資財 の
再調 達価 格の上 昇が価格水準 の上昇 に等 し く,投 資 が自己資本 で調達 されてい る場合 には,こ の尺
度 は,実 質 自己資本 の維持尺度 に等 しい。個 別価格 の上昇 と価格 水準 の上 昇 とは通常異 ってい るか
ら,量 的企業 実体 の維持尺度 を用 い るこ とに よって,必 ず しもインフ レー シ ・ンの結果 を中和 化す
る ものではな く,む しろ個別価格 の変動 の影響 を損益計算か ら排除 す るものであ る。」 と特 徴 を示
してい るが,第 一 に,再 調達価格 を用いて評 価す る ことに よって,イ ンフ レー シ ョンに よる価値増
加 と,価 格関係 に よる価格上昇 とが区別 されず,第 二 に,個 別価格 め変 動 とイ ンフ レー シ ョン率 と
が一致 する場合 に しか,イ ンフ レー シ ョンに よる影響 か ら企業 を守 ることがで きない(84.ペー ジ)
として,量 的実体維持概念 を批 判 してい る。
収益価値 の維 持 は,投 資寒 力㍉ 計 画期間 の終 りに一 般市場利子率でe)投資 しか期待で きな い場合
に,期 間余剰 の うち,投 資の収 益価値 を上 回る額 しか分配可 能 とは みない(17ペー ジ〉 とす る維持
概念 であ り,ま た,実 質的期首 資本 の維持 は,計 画 期間の終 りに,期 首 と同 じ実質資本 を維持 しよ
うとす る維持概 念 で,イ ンフ レー シ 。ンに よる期首 資本 σ)名目的価値上昇分 は,実 質資本維持 のた
めに留保 する概念(35ペ ー ジ)で あ る。
witteは,収益価値 の維持 と実 質的期首資本の維 持 との同質 性を認 める一方,第 一 に計算 に要す
る費 用の面 か ら,第 二 に,r貨幣価値安定時 に,名 目的期首 資本 の維 持尺度 と実 質的期首資本 の維
持尺度 どは同一 視 され る。貨幣価値下落 時に,実 質 的期首資本は,名 目的期首 資本か らイン フレー
シ ョン率 だけ異な り,期 首資本維持 とい う目的は,質 的 には変 わらないめ であ るから,計 算上算定
された実質的期首 資本は,直 接 に現行 の計算規 則諸 規定 を用い る際 に明 らか とな る資本 と対照 する
'ことが可能 とな る。」(87ペー ジ)と して,名 目的期首 資本 の維持 との同質性 の面 から,実 質的期首
資本 の維持 を維 持すべ き資本概念 として選択 してい る。
つ ぎに,貨 幣性債権 ・債 務 の取扱 の問題 についてみ ることに しよう。 は じめに,「貨幣価値下落
時 に,債 権の実質 価値 も債務 の実質価値 も減少 す る。企業の実質的 自己資本 は,イ ンフ レー シ・ン
に よる物 的資産の価値増加 に課税 され ることに よって減少す るば か りでは ない6さ らに,貨 幣価値
下落 時 に貨 幣性 資産 と負債 の実質価値 が減 少す るため に変動す る。」(315-q一一ジ)と 述べ て貨幣性
債権 ・債 務 も企業Q実 質 自己資本 に影 響 を及 ぼす とした後,貨 幣価値下落が実質 自己資本 に及 ぼす
影響 を三つに分 けてい る(315～316ペ一瞬ジ)。
(1)債権者 と して,企 業 は債務者 に有利 な ように実 質財産 を失 う。
(2)債務者 として,企 業は インフ レ・:・一シ ョンにおいて債権者 の負担 で利益 を得 る。
(3)利子費 用 と利子収 益の税法 上の取扱。
通常,(1)と(2)はよ く取 り上 げられ るが,Witteは(3)の問題 も:重要 とみてい る。 すなわ ち,
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債務 の利子は,税 法上経営費用 とみな され るが,利 子収入 は課税対 象 とな る収入 であ る。 したが っ
て,債 権者 の利子収入 は収 益税 だけ減少 す る点 を考 慮 してい る(317ペー ジ)。
そこで,債 権 と債 務の インフ レー シ ョンに よる実 質価値変動 を相殺 するため の方法 として,指 数
くの
換算(lndexierung)の方法 を挙 げてい る。 そ して,イ ンフ レー ション時 に,債 権 者 と債 務者 の実
質利子負担 が課税後 に等 し くな る ような課税前 の名 目的利子率 を挙 げて いる。 ζの ような利子率 を 噛
ゆ
「臨界 」 名 目利 子 率("Kritische"Nominalzinssatz)と呼 び,イ ン フ レー シ ョン率rと 課 税 率t
に依存 す る。 表 に示 す と以 下 の 通 りで あ る(328ペ ー ジ)。
＼'
＼ ＼、
、、
r＼
0.01
0.02
0.03
0.04
0.05
0.06
0.07
0.08
0.09
0.10
O.2
0.013
0.026
0.039
0.052
0.066
0.080
0.094
0.108
0、123
0.138
0.40.6
0,0170.025
0.0340.051
0。0520.077
0.0690.104
0.0880.131
0.1060.159
0.1250.187
0.1440.216
0.1640.254
0.1830.275
この表か ら もわ か るように,「臨界」 名 目利子率は,イ ンフ レー ション率 と税率が上昇 す るにつ
れて上昇す る。 また,「債 務者 に とっての実質 的免除(債 権者 に とっての実質的損失)は,イ ンフ
レーシ ョン率 と税率 が所 与の場合,名 目利子率は,表1に 示 した 「臨界」利子率 よ りも低 い場合 に
生ずる。」(329ペー ジ)と 述べ てい るよ うに,名 目的 に固定 して契約 された利子率が,こ の表の数
値よりも低 い場合 に,債 務者 に とって有利 となる。 また,名 目的に固定 した利子率 から指数換算へ
移行 した場合 の有利 さについて,つ ぎの点 を指摘 してい る。 「今 日の名 口利 子率 に,イ ンフ レー シ
・ンの影響 を相殺 す るための増加 額が含 まれてい ると仮定 されるな らば,指 数換算は債務者の ため
に有利であ る と言 うことができ る。 インフ レー シ.ン 率が減少す る場合,名 目的利子率 が固定 され
ている ことか ら生 ず る資本費用に伴 う実 質的負担は,指 数換算の際の実質的負担 を越 える。… …指
数換算 の際 に,名 目的な資本 費用は インフ レー ション率 につれて減 少 し一 実質的 には変わ らない
M ,そ の結果,価 格安定政 策 に よって 資本費用 を負担 す る企業 の能力は害 されない。」(339～340
ページ)。 さらに,課 税の影響 を'考え,単 に指数換算 の方法 に よるだけでな く,こ の ように指数換
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算 に よって計算 された金額 は,債 務者 の場合,全 額経営費 用 として控 除 され,債 務者 の収入 は課税
されない とい う非対称 的な規 則(asymmetrischeRegelung)を用い るべ きであ ると主張 してい る
(340～341ページ)。
この よ うにみて くる と,Witteの資本維持 理論 の最 も大 きな特徴 を示 す国民経済的観 点か ら,「考
慮 の結果 として,'貨幣 価値安定 時 と同 じであ る最 もよい結 果に おけ る 『完全 な』解決 が期待 され る,
とい う ことは確 かであ る。企業の資本維持 が,イ ンフレー シ ョンに よって上昇 した再 調達価格 で減
価償却 及 び棚卸商 品の費消 を評価 する 二とに よ り可能 とな り,貨 幣価値保証約款 が信 用契約 と結び
ついてい る禁 止 をやめ るな らば,も はや,架 空 利益は課 税の形 で企業 か ら流 出 しない し,も はや,
企業 に インフ レー ションに よる債務者 利得 も流 入 しない。 この よ うな場合 において,財 産の配置は,
もはや インフ レ_シ ョンのために変動 しない,す なわ ち,債 権 と債務 の実質価値 は,指 数換算に よ
り一定 に保たれ,貨 幣価値 の変動 に基 づ く財産 の価 値増加 は,そ れゆ え,何 ら実 質価値増加 を表わ
さず,も はや,課 税 の形 で企業か ら流 出 される こともない。」(343ペー ジ)と 述べ て,witteはイ
ンフ レー シ ョン時 に,貨 幣価値安定 時 と同 じ状況 を創 り出す ことに よって,イ ンフ レー シ ョンが企
業 に及 ぼす影響 を排 除 しようと試 みてい る とい うことが でき るであろ う。
注(1)本 節におけ るWitteからの引用は,す べて同書に よるものであ り,引 用 ・参照 の終 りにペー ジ数を示
す こどにす る。
(2)なお,Witteの実体維持論について,拙 稿 「Witteの実体維持論について」(r会津短 期大学学報』 第
39号,昭 和57年)に おいて,特 に 「維持すべ き」 資本概念 と現行 法 の枠 内での実体維持について,も う
少 し詳 しく紹介 した。
(3)この場合,指 数換 算に より債 務者か ら支払わ れ る インフレー シ ョン相殺金額(lnfiationausgleichbet-
rage)を二つの部分 に分けている。 すなわ ち,第 一 に,利 子金額 の実質価値減少 を相殺 する もので,そ の
方法 として,債 務金額 をインフレー シ ョン率 だけ上昇 した金額 に一定率 をかけ る方 法 とインフレーシ ョン
率その ものを上昇 させる方法 を挙 げている。第二に金額 その ものの増額分である(319ペー ジ)。
(4)この表 の数値の計 算はつ ぎの式 に よっている(328ペー ジ)。
ムぜ 芽 ム・名目利子率
Ms(thildbachの資 本維持論の特 徴
ての
Schildbachは,r貨幣 価値下落 と貸借 対照表』 において,貨 幣価値下落 時に,い かな る維 持概念
が適 切 であ るか を探求 す るために,み ずか らの基準 を会計 の基本的機能 か ら設定 し,様 々に ドイツ
において展開 された資木維持論 のな かから,実 質貨幣 資本維持 論 を展 開 してい る。 そこで本節 では,
Schildbachが展開 した基準,並 びに様 々な 資本維持概念 のなかか ら,実 質 貨幣 資本維持 を選択す
るプロセ スを中心に概 観 し,Schildbachの資本維 持論の特 徴 を考察 していきた い。
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、は じめ に,Sh重dbachは,成果貸借 対照表 とその基礎 にあ る計算制度は,そ れ自体 目的 を持 って
いるのではな く,利 害関係者,す なわ ち,所 有者 ・債 権者 ・従 業員 ・供給者 ・得意先 ・一般大衆 ・
国家が各 々の 目標 を追 求 し,様 々な課 題 を遂行 す る上 で,手 段 として用い る とい う点 で性 格が規定
されるとみ る。 したが って,つ ぎの二つの情 報が与え られな ければな らない(6～7ペ ー ジ)。
一 経済過程 におけ る利害関係者 は,い かな る日的 を追 求す るのか
一 一商法上 並び に税 法上 の成果貸借対照表 にはい かなる課題 があ るのか
そこで第一 の点 について,、Sc募ildbachは,「ほ とん どの経済科 学上のモデルにおけ るの と同様 に,
本研究 において も,経 済的人 聞(wirtschaftendeMenschen)は,稀少財(財 貨,用 役)の 費消 に
よる欲求 充足 を追求す る ものであ る,と い うこ とに基づいてい る。」(8ペー ジ)と述べ,さ らに 「消
費志向 とそ こか ら導 き出 され る所得志 向 とは,た だ単 に重要 な 目標内容 とい うだけでな く,分 析上
利点のあ る,比 較的具体的 に測定可能 な 目標 内容 をも示 してい るし,同 時 に,現 在実施 されてい る
形の計算 制度 を決定 的 に特徴 づけている 目標 を形成 してい る。」(9ペー ジ)と して,経 済過程 の利
害関係者の 目的は,消 費志 向にあ るとしている。
つぎに第二 の点 につ いて,一般的 には商法上の貸借対照表 の課題 として,情報提供 と利益算定 があ
るとして・さらに後者 は配 当支払停止 と最低配当額 の保証 とい う課 題があ り,これを果 たす機能 を配
当測定機能 お よび権限限定機能(Ausschifttungsbemessungs-oderKompetenzabgrenzungsfunk-
tion)と呼び,こ の権限限定機能 を,税 法 上の収益税貸借対 照表 におけ る収 益税測定機能(Ertrag-
steuerbemessungsfunktion)と同 じように取扱 うことがで きるとして,こ の機能 を中心 にみてい く
ことにな る(11～14ペー ジ)。
この商法上の権限限定機能 のなかで,企 業 か ら出資者 に配 当 され る金額に対 して,検 証可能性 ,
　
単純憐・ 客観 性の基 準が要請 される(32～33ペー ジ)。そ こで様 々な 資本維持 論について,こ の基
本的要請に塞 ついて評価 される ことになる。(実際 には,さ らに,利 益が財産変動 を示す現実性 と
い う観点か ら も考察 され る)。
はじめ に,未 来指 向的財 産測定 と利益算定 として,経 済的利益(6konomischeGewinn)概念 を
.とりあげる。価 格安定時 に,完 全情 報 ・完全資本市場 の もとでは,「一・期間の利益は,期 末 に財産
から引出 して も財産 の所有者 が将来 において 口的 を達成す る能 力に関 して,期 首の財産 と期末の財
産 とが一致す るこ とにな る金額」(77ペー ジ)で あ り,これは,「消 費 と期末財産 の資本価値 の期首
財産に対す る変動 との総 額」(77ペー ジ)と も一致 す る。 しか し,貨幣価 値下落時 には,期 末 資本 は,
貨幣価値下落率 と期首 の資本価値 との積だけ期首 の資本価値 よ り大 き くなければならない から,「貨
幣価値下落時 の経済的利 益」(6konomischeGewinnbeiGeldentwertung)は,貨幣価値安定 時
の経済的利益 よ りも,期 首 の資本価値 と当該期間 の貨幣価値下落率 との積 だけ少ない(77～78ペ
ージ)。
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完全情報 ・完 全資本市場 の もとでは,「貨幣 価値下 落時 の経済的利益は,消 費引 出 と等 しいので
あ るか ら,貨 幣価 値下落時 の経済 的利益は,こ の経済的 利益に向け られた要請 に関 して,実 質 的な
利子 が一定 であ る限 り,価 格 が時の経 過 にお いて様 々に上 昇 した として も正 しい ものであ る。」(90
ペー ジ)と 評 価 され るが,不 完全情報 の もとでは,将 来 の支払(Zahlung)につい て不完全 であ る
ので主観 的 に評価 され,ま た,不 完全 市場 の もとでは,利 子は主観的 に選択 しな ければな らないの
一6[
,検 証可 能性 はそ こなわれ る(90～93ペー ジ)。 したが っ一(,「資本価値 と,し たが って経済的
利益 も また,不 完全情報,不 完全市場 の場合 に砿,さ らに検証可能 性を放棄 す うことに よって のみ
算定 され うるのであ るか ら,経 済的利益 は,現 実的な条件 の もとでは配 当測定 の課 題 と収益税測定
の課 題の ために不適 当であ る ように思われ る。」(93ペー ジ)と 述べ て,検 証可能 性 の面 か ら経済的
利益概 念 を批判 してい る。
つ ぎに,過 去指 向的財 産測定 と利益算定 についてみ る と,大 き く分類 す ると,名 目資本維持(n()一
minaleKabitalerhaltung),実質 貨 幣 資本 維 持,実 体 維 持(Substanzerhaltung)に分 け られ る。
ここでは,こ れ らの過去 指向的維 持概念が,少 な くとも長期的 に,企 業 の財産 の変動 を,企 業 の所
有者 に とって将来 の消 費の潜在力 として説明 す る利益(あ るいは損失)を 定 義で きるか否 か(101
ペー ジ)が 検:討される。
は じめ に 名 目資 本 維 持 に つ い て み る と,企 業 の財 産 は,主 と して取 得 原 価(An・chaffung・k・・ten)
あ るいは,取 得 原価 を指向す る価値 で評価 され,所 有者 の 出資 あ るいは引出が原 因でない企業 の純
財 産あ るいは自己資本 の変動 は,利 益 あ るいは損失 を意味 する(101～102ペー ジ)。そこで,こ の
名 目資本維持 が,財 産 を将来 の消費可能性 の潜在 力であ るとい う見解 と調和 す る もの であ るか否か
が検討 される(103ペー ジ)。
価格安定時 に おいて,取 得原価 を指 向す る ことに よって,企 業の 自己資本は,か な り高 い程度,
くの
明 白 で検 証 可 能 に定 義 され る(104ペ ー ジ)。 しか し,不 平 等 原 則(lmparittitsprinzip),貸借 対 照
くの くの
表作成 の選 択権,評 価の選択権 に よって,将 来の消費の大 き さについ ての言明能 力 を奪い取 る(104
～105ペー ジ)。 さらに 自己創造 した無 形資産 を計上 しない ことか ら,こ の ような無形 資産 を持つ
企 業 とそ うでな い企業,実 境 原則 との関係 で同 じ価格 で評 価 された資産 を もつ企業で も,販 売 結果
の現 金 を多 くもつ企 業 とほ とん ど資産 が商品 であ る企業 とがあ る ことか ら も,名 目資本維 持 に よる
矛盾は生 ず る(105～106ペー ジ)。また,取 得 原価 自体 も,同 じ資産 であ って も水平的垂 直的に異
な ぎ1こ の ようにみて くる と,「…… 自己資本 は,す でに価格 安定 時において も,財 産 が その所有
者 に約束 す る将 来 の消費 の範 囲 を正確 に示す ことは できない。 この ような不十分 性は,必 然的 に,
名目資本維持 の場合 に示 され る利益(損 失)に 影響 を及 ぼす。 これち の利益(あ るいは損失)は,
期首 と期末 にお ける財産 についての不 正確 な基準量 の差 として,相 対 的に大 きな許容 誤差の なかで
のみ,考 察 した期間 に現わ れた,財 産 の所有者 の将 来 の消費可能性 の変動 を記述 す るこ とにな る。」
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(109ページ)と 述べ て,価 格安定 時 において も名 目資本維持概 念 を批 判 している。
さらに,価 格上昇時 には,名 目資本維持 に基 づ いて,前 に述べた基準に基 づ く利益 を計算す るた
めに,投 資可能性 と内部 利回 りとが同 じ様 に継続的 に上昇 しな ければな らない とい う矛盾 した非現
実的な展開 が仮定 されな ければな らな いが ら,「したが って,名 目資本維持 は,価 格上昇時 に,将
来の消費 を可 能 にす る能 力 をそ こな うことな く,企 業か ら引出す ことができ る金額 を算:定す るため
の基礎 であ るには,長 期的 には不適 当である ように思われ る。」(121ペー ジ)と 述べ て,名 目資本
維持概念 は採 用 されない。
つぎに,、実質貨 幣資本維持 についてみ る と,こ の維持概念 は,一 般的な価格展開に適合 させた価
値(名 目資本維持 におけ る価値 × 当該 期間の貨幣価値 の変動 を表わす指数)と 実際 の価値(主 に,
決算:日の再調達原価)と 比較 して低 い方 が基準量 として選択 される。 この場合,貨 幣性 資産は,原
則 として名 目資本維 持 と同 じ価値 が維持 され る(122ペー ジ)。 この維持概念 に よる と,「貨幣投 資
の条件 と信用調達 の条 件が実質的 に一定 であ る場合,同 じ直接的な消費購買力 をもつ部分財産 が,
二つの財 産 の組合 せに おい てそのつ ど明 らかにす る投 資あ るいは信用調達 を通 して達成可能 な消費
可能性 も等 しい。 その結果,二 つの組合 せは,他 の消費願 望に よって測定 された財産 と も異な らな
い。全体利益 と全体損失 は,こ の ように定 義 された財産 の同一性 からの相違 と特徴 づ けられ るの で,
これ までの条件 の もとで,正 当 に財産 の変動 を表わ す。」(133ペー ジ)と 述 べて,利 益 は,前 に述
べた基 準 に従 って財産変動 を表わす ことがで きる とみてい る。 そ こで,こ の貨幣投 資可能性 の実 質
利回 りの安定 と企業 が利用 でぎる信用 に よる実 質的利子負担 の安定 とい う条件 が現実的 であるか否
かが問題 とな る。 第一一に,「この条 件は,価 格安定 時に名 目資本維持 の適性 を基礎 づける条件 に一
致する。」(133ペー ジ)こ と,第 二 に,「貨幣 が投下 され,信 用 が調達 され うる条件の すべての可能
な長期的展開 のなかで,継 続的 な悪化 や改善で はな く,こ れ らの条件が安定 す ると仮定 するこ とが,
最 も現実的 であ ると思わ れる。」(134ペー ジ)こ と,第 旱 に,「この ような仮定 に基づいてのみ,矛
盾のない消費引 出の配 分 に関 する主観 的選好 にかかわ りない財 産変動 の測定 が可能 で あ る。」(134
ページ)こ とか ら,こ れ らの条件 を非現実 的 とはみな い。 さらに,資 産 と負債 を評価 す る際 に,歴
史的取得原 価 と検証可能 な指数(た とえば,統 計局 に よ り算定 され,公 表 された 「すべ ての家計 の
生活維持 についての価格指数」)とに よって行な われ るな らば,検:証可能性 も満たす。 それゆ え,
「実質貨幣資本維持 は,権 限限定の範 囲において配 当の限界 を定 める基 礎 と'して適 切であ るかぎ り,
相対的 にかな りの程 度二つの 中心的要請(利 益 が企 業の収 益力の維持 と検証可能 性 を指 向 す る こ
と)を十分満た すか ら,確 か に理想 的ではないが 利用でき る維 持概念 とみ ることができ る。」(137
～138ペー ジ)と して,実 質貨幣資本維 持は,採 用 で きる維持 概念 であ る とみてい る。
最後に,実 体維 持概 念は,「企業 の財 産は,一 定 の実際 に負債 を通 して負担 された具体的 な資産
の在高の結合体 とい う意味 でのr実 体』 であ る」(138ペー ジ)と い うことに基 づ く概念 で,様 々・な
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維持概 念は二つ の メルクマー ル,す なわち,期 首 におけ る資産 の組合 せ と期末 におけ る資産 の組合
せ(あ る場合 には変化 を考慮 して)の 一致 と,負 債 の取扱 に従 って区別 される(138～139ペー ジ)。
具体的 には,、再生産 的実体維 持(reproduktiveSubstanzerhaltung),相対 的実体維持(relative
Substanzerhaltung),量的実体維持(quali丘zierteSubstanzerhaltung),給付等価 的実 体 維 持
(leistungsljquivalenteSubstanzerhaltung),純実体維 持(Nettosubstanzerhaltung)について検
討 す る。
再生産 的実体維 持は,「 そのつ ど,比 較 の基礎 時点 において存在す る企業 の資産 の結合体 と同 じ
もの を再生産す ることを志 向す る。 負債 は;ただ名 目的 に顧慮 される。」(144～145ペー ジ)維 持概
念 で,利 益概 念 につ いて,「……経営上 の販売過程 の経過 において生 じた売上 から,こ の売 上を達
成 す るた めに費消 レた資産 の再調達原価 をこえて創 り出 された部分 だけが利益 であ り う る。」(145
ペー ジ)・と述べて いる。 相対的実体維持は,シ ュ ミ.ット(FritzSchmidt)をこよって提 唱 された維
持 概念 で,企 業 は平 均的生産性の形成 に比例 して,全 体経済 において維持 されるべ ぎであ り,個 別
経済 において も全体経済 と同様 に,生 産 と消費 との同調 が自動的 に達成 され る構 造 が 期 待 さ れ る
(154N'155ペー ジ)。 したがって,「 個 々の販売の際 に,販 売 日における再調 達価格で評価 され,
その販売 に よって収 益 が達成 され る製 品 を再 び生産 す るために販売 日において必要であ ろう要素量
が,収 益 にr致 す る場合 に達 成 され る。」(155ペー ジ)と い う維持概念 である。 量的実体維持 は,
ゾンマー フェル ド(HeinrichSommerfeld)によって提ll昌された維持概念で,「首尾一貫 して,利
益 志向が企業 の意 思決定 の中心にあ るのではな く,企 業 に拘束 されてい る資本 を維 持 し,共 同体の
繁 栄のため に用いる ことが企業 の課題 であ る,と い う見解か ら導 き出 され る。」(164ペー ジ)と い
う維持 概念で,企 業 の様 々な危険 を顧 慮 して,利 益処分 の段階 で実 体保証勘定 の設定 を通 して企業
の維 持 をは かる,と い う理論 であ る(164～166ペー ジ)。給付等価的実体維持 は,ハ ゼ ナ ック
(WilhelmHasenack)とその門†生 に よって展開 された維持概念で,「:貸借対照 表 に計上 され る実
質財・産 を再生産 す ることを指向 し,そ れゆえr実 質的経営維持』(materielleBetriebserhaltung)
を遂行 す る。」(177ペー ジ)と い う維持概念 で,具 体的 な維持 尺度 として,「技術 的並びに経済 的発
展 を顧慮 して,費 消 した財 を取替 え るために適 したr発 展 に適 合 した』(entwicklungsadtiquate)
財 の価格」(177ペー ジ)を 用 いる,純 実体維持 は,再 生産 的実体維持 の変形で,そ の維 持尺度 は,
再生産 的実 体維 持 と同 じであ る。 その差異は,「純実体維 持の場合一 結局,実 質貨幣資本維持 と
同様 に一 貨幣価値 下落 が企業の利益あ るいは損失に及ぼ す影響は,総 資本 における 自己資本 の持
分,し たがって,企 業 の貸借 対照表の消極側 の構成に依存 す る,と い うことに基づ く。純実体維持
は,他 人資本調達 した実体 の場合 ではな く,自 己資本 調達 した実体 の場合 のみ架空 利益 が生 ずる,
とい う仮定 に基 づ く。」(188ペー ジ)と い うこ とで,自 己資本調達 した部分についての み,イ ンフ
レー シ ョンの影 響 を顧慮 す る維持概念であ る。・
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これらの持維概念は,は じめに検証可能性の面からみると,再生産的実体維持,相対的実体維持
並びに純実体維持は,た とえば再生産的実体維持について,「再生産的実体維持の範囲において,
利益あるいは損失を算定するために必要な価値構成要素としての再調達価値は,確かに一一 少なく
とも直接に一 単純にも,検証可能にも決定されない。……再生産的実体維持が,直接蒋調達原価
で評価す るかわ りに,間 接 的に取得 原価 と特定ρ 指数 を結合 させ ることに よって箏定 され る価値 で 馳
評価 されるな らば,少 な くとも検証可能性 の要請 は満 た される。」(152ペー ジ)と 述べ てい るよう
に,再 調達原価 を算定 する際に.取 得原価 と公に公表 された指数(た とえば統計局 に よる指数)を
かけ合わせ るこ とに よって算定 され た場合に,検 証可能性 の基準 は満た され ると述べ てい るが;量
的実体維持は維持 尺度 ・利益 が明確 に定 義 されていないため検証可能 な概 念ではな く・(173～176
ペー ジ),また給付等価的実体維持 は,「いかな る財が,技 術的並びに経済 的発展 の状 態 に応 じて発
展に適合 した とみる ことがで ぎるか,明 白には決 められない。」(182ペー ジ)と 述べて,維 持尺度
となる発展 に適合 した財 の価格 を検証可能 に求 める ことはで きない としてい る。
つぎに,検 証可能性 の基準にかな った三つ の維持概念 について,利 益が財産変動 を示 す現実性 の
面からみる と,再 生産的実体維持は,財 産維持 と一致す るた めに,他 人資本利子率は その大 き さの
くの
(1+9)倍上昇 しなければな らない から非現実的で あ り(214～216ペー ジ),相対的実体維持 は,
生産性が変動 す ると仮定 す る点 で再生産 的実体維持 とは異 なるが,そ の場合 に も,再 生産 的実体維
持 と同様 に,利 子率 の展開 に関 して非現実的 であ り(220～221ページ),また純実体維持 は,相 対
的には現実 に近 い条件 を含 んでい るが,そ れで も利子 の展開 に関 して,た とえば,貨 幣価値 下落 率
よりも低 い価格上昇 率の資産 をもつ企業 は,継 続的に増加 した利子率 を支払 うことにな り,「利子率
のこの ような展開に よって,利 子率 は長期的にはあ らゆ る限界 を越 えて増大 す ることにな るであ ろ
う。」(229ペー ジ)と 述べて,結 局 この三つ の資本維持概念 を批 判 してい る。
これまでの様 々な資本維 持概念 についての検討 を要約 す ると以 下の ようにな る。
検証可能性 現実性
'
経 済 的 利 益 概 念X一
名 目 資 木 維 持 概 念 ○ ×
実質貨幣資本維持概念 ○ ○
再生産的資本維持概念 ○ ×
相対 的 資本 維 持 概念 ○ ×
量 的 資 本 維 持 概 念 × 一
給付等価的資本維持概念 × 三
縄 資 本 維 持 概 念 ○ ×
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最後に,簡 単 に,Schi責dbachのこれ までの所 論の特徴 を挙 げ ると,第 一 に,財 産 を将来 の消費
可能性 ととらえ,し たが って利益 は,こ の財 産の変動 を示す もの とみて い ること,第 二 にう価格安
ゆ
定時 において も名 目資本維持 を批判 してい ること,第 三に,様 なな資本維持論 を考察 す るにあた っ
て,貸 借対照 表の問題 につい てのみ論 じてい る こと,な どを挙 げ ることがで きるであ ろう。
注(1}Schildbach,Thomas;,,Geldentwert"ngundBilanz``,なお,本 節 に お け る同書 か らの引 用 ・参 照
は,本 文 中 に ペー ジ数 を示 す こ とに す る。
(2》こ'こで,ScbHdやachの資 本維 持 論 の分類 を示 す とつ ぎの とお りで あ る。
・未 来 指 向 的財 産 測 定 と利益 算定 ……経 済 的 利 益 概 念.脚　罐 難 戦灘 　
(3)具体的には低価法に よる評価 のこ とを指す。
④ ここでは,重 要性の原則 と関連 して,ど の項 目を貸借対照表 に載せ るかに関するこ とと解 され る。
㈲ 具体的には,減 価 償却の計算:方法,棚 卸資産め評価方法等 についての選択権。
・③ 高 じ資産であって も,匙 域的 ・時間的に取得原価が異なるこ とをいう。
(7)ここで9と は,貨 幣価値下落率(Ge!dentwertungsrate)を示す。
(8)この点に関 して,私 見では,た とえば低価法評価,減 価償却費の計算,棚 卸資産の評価方法等に関 して
選択ゐ余地が多い とする批判は,名 目資本維持(原 価主義会計)の 理 論構成 を無視 し,検 証可能性 ・真実
性 に関 してかな り形式 的に とらえている と思われる。
】Vお わ り に
これ まで,WitteおよびSchildbachが,実質貨 幣資本維 持論 を選択す るプ ロセスを中心に,
WitteとSchildbachの若干 特徴 をみて きた。 そ こでは,原 価主 義会計(名 目資本維持)と の単
な る形式的一致 か ら実 質貨幣維持論 を展 開 してい るのではな く一 む しろ,価 格 安定時 に さえ,名
目資本維持 を批判 して い る一,み ずか らの理論 構成 のな かか ら,積 極的 に実質貨幣資本維持論 を
展開 してい ると言 うことが でき よう。 むすび として,以 下,Witteおよ.びSchildbachが展開 した
実質貨幣資本維持論 の基 本的問題点 を検討 する ことに したい。
Witteは,すで に第ll節で示 した ように,ま た その著書 の表題か らもわか るように,国 民経済的
観点 か ら,イ ンフ レー シ ・ンが企業 に及 ぼす悪 影響 を排 除 し,価 格安定時 と同 じような関係 を創 り
出 そうと努 めた。 したが って,そ こでは,個 々の処理 について も課 税の影響 を考慮すべ きであ ると
し,さ らに,国 民経済 的観点 か ら,イ ンフ レー シ ョンの悪影響 を排 除 しようとすれば,必 然的に貨
幣 の購買力 を問 題 とした実質貨幣資本維持論 を選 択す ることにな ると思われ る。 しか し,こ こで特
にWitteの理 論上問題 に した いのは,貨 幣性債 権 ・債務の取扱の問題 であ る。 通常,二 股物価水
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準変動会計 においては,貨 幣性資産 ・負債 は,直 接数 値 を変更す る ことな く,数 値上相殺 した後の
差額について,貨 幣購 買力利得(損 失)を 損益 計算書上認識す る,と い う方法が とられてい る。 し
かし,こ う した企業の みに よる認識 では,真 の解 決にな らない として,む しろ,指 数換 算契約 に よ
り,実際に債権 ・'債務 の数値 を変更 す る ように契約 し,当 然,財 務諸表数値 も修正す ることに より,
インフ レー ション時 に も価格安定 時 と同 じ状 況 を創 り出す ことが最善であ る とみてい る点 である。 、
このことは,会 計 システムの本質的問題 にかかわ って くると思われ る。
Schildbachにおいては,商 法上 の権 限限定機 能 と税法上の収益税測定機能 から,財 産 を将来の
消費可能性 の提供者 とみた場合,そ れぞれの維持概念 に よる利益が,財 産 変動 を適切 に示 すか否か
を,検 証可能性 と現実性 を中心に検討 してい る。 そこでは,経 済的 利益概 念,量 的実体維持,給 付
等価的実体維持 は,将 来 に関す る予測 にかかわ ることか ら,い わゆ る検証可能性 の観点 か らは,基
準を満 た さない。問題 は,後 の現実性 の基準で あ る。利益 が財産変 動 を示 す現実性 は,貨 幣投資の
条件 と信用調達 の条件 が実質的に安定 してい るとい う仮定 を満たす ことが必要 であ り,そ もそ もこ
うした観点か ら理論構成 を行 な ってい るのではない,名 目資本維持,実 体資本維持は,Schildbach
のい う現実性 の観 点か らは推 判 され,必 然的 に,貨 幣資本維 持が とられ ること とな る。
この ように,Witteは国民経済 的観点 か ら,ま たSchildbachは権限限定 の課題 と収益税測定 の
課題から,実 質貨 幣資本維 持 を採用 してい る。両者 は,と もに異 な る観点 か ら,問 題 を詳細に分析
し理論化 してい る ことは評価 で きる として も,結 局,経 済的観点 か ら,維 持 すべ き資本概念 として,
く　コ
一ー般購買力 の変動 を顧慮 した資本概念 を採用 して いる。 この ことは,私 見 に よれば,会 計 システム
に価値会計 の問題 を持 ち込む こ とにな り,会 計 システムのな かに,価 値会計 を取 り入れ る ことが本
質的な ことが らであ るか否 かが,さ らに検討 されな ければな らない であ ろ う。
注(1)私 見 に よれ ば,様 々 に提 唱 され る会計 シス テ ムは,大 き くつ ぎの二 つ に 分類 す る こ とが基 本 的 であ る と
考 える。
・原 価 指 向 的 会計(Cost-orientedAccountingあるいはCost-basedAccounting)
{
歴史的原価主 義会計,現 在原価会計(購 入原価 会計)etc.
・価値指向的会計(Value・orientedAccountingあるいはValue・basedAccounting)
経済的利益概念,一 般物価水準変動会計(実 質貨 幣資本維持)売 却時価会計etc.
